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安保法案、強引採決認めず＝野党党首会談
　民主、維新、共産、社民、生活の５野党党首は１０日夕、国会内で会談し、衆院特別委員会で審議中の安全保障関連法案について、与党による強引な採決に反対することを確認した。野党党首会談は民主党の岡田克也代表が呼び掛けた。安保法案の委員会採決が早ければ来週にも見込まれる中、野党間の足並みをそろえる狙いがある。
　政府・与党は１５日の委員会採決、１６日の衆院通過を目指している。審議時間は１０日で既に１００時間を超えたが、会談では出席者から「時間の問題ではない」「国民の理解が進むことが重要だ」との声が上がり、採決環境は整っていないとの認識で一致した。　
　岡田氏は会談後、記者団に「国民に理解してもらおうという気持ちがうかがえない」と政府側の答弁を批判。維新の松野頼久代表は与党が来週採決の構えを見せていることについて「欠席する可能性は大いにある。（維新の対案の）充実した審議を求めたい」とけん制した。（時事2015/07/10-19:54）
野党５党首 安保法案の強引な採決認めず
ＮＨＫ　7月10日 19時12分
民主党など野党５党の党首が会談し、政府・与党が安全保障関連法案を来週１５日に衆議院の特別委員会で採決する構えを見せていることについて、強引な採決は認められないとして今後、５党で協力しながら対応していくことを確認しました。
国会内で行われた会談には民主党、維新の党、共産党、社民党、生活の党と山本太郎となかまたちの野党５党の党首が出席し、政府・与党が安全保障関連法案を来週１５日に衆議院の特別委員会で採決し、翌１６日にも衆議院通過を図る構えを見せていることを巡って意見を交わしました。
　この中で出席者からは「法案への国民の理解が深まっていないなかでの採決は認められない」という批判や、「民主党や維新の党が提出した法案も十分な時間をかけて審議すべきだ」といった指摘が相次いだほか、「違憲立法であり、撤回・廃案に追い込むべきだ」という意見も出されました。
　そして野党５党は強引な採決は認められないとして今後、協力しながら対応していくことを確認しました。
会談のあと民主党の岡田代表は記者団に対し「特別委員会の審議で政府は誠実に答えておらず、国民に理解してもらおうという気持ちがうかがえない。今後、必要に応じて、いつでも集まれるようにしたい」と述べました。
また維新の党の松野代表は「採決が近づいたときには、一致できる点で一緒の行動をしていきたい。われわれは現段階で、採決の対応を決めているわけではないが欠席する可能性は大いにある」と述べました。 

朝日新聞デジタル
「安保法案、強引な採決認めない」野党５党首が一致
2015年7月10日22時00分

会談する野党党首ら。左から社民・吉田忠智党首、共産・志位和夫委員長、民主・岡田克也代表、維新・松野頼久代表、生活・小沢一郎代表＝１０日午後５時１５分、国会内、飯塚晋一撮影

　安全保障関連法案を巡り、民主党や維新の党など野党の５党首が１０日、国会内で会談した。与党が１５日にも衆院特別委員会での採決に踏み切る構えを見せていることについて、５党首は「強引な採決は認められない」ことで一致した。
　会談したのは、両党のほか、共産、社民、生活の党と山本太郎となかまたちの各党。民主の岡田克也代表は会談後、「今後５党で協力していくことも確認した。必要に応じていつでも集まる」と述べた。
　維新の松野頼久代表は、来週に特別委の採決が行われた場合は「欠席する可能性は大いにある」とし、改めて棄権の可能性に言及した。同日の特別委で審議が始まった維新の対案については「１、２回（審議を）やっておしまいということではなく、丁寧に扱っていただきたい」と強調した。
野党５党党首：安保法案、結束して反対方針を確認
毎日新聞　2015年07月10日　19時59分
　◇週明けにも再度会談、具体的な対抗策を協議
　民主、維新、共産、社民、生活の野党５党党首は１０日、国会内で会談し、与党が安全保障関連法案を衆院平和安全法制特別委員会で強引に採決しようとした場合には、結束して反対する方針を確認した。週明けにも再度会談し、具体的な対抗策を協議する。
　会談では維新の松野頼久代表が、法案の衆院通過後、参院が採決しなくても衆院の３分の２以上の賛成で再可決できる「６０日ルール」の阻止を呼びかけたが、法案自体の撤回を主張する共産党の意向を踏まえ、「強引な採決」に反対することで一致した。
　松野氏は会談後、特別委での採決時に「（維新が）欠席する可能性は大いにある」と記者団に語った。【佐藤慶】
産経新聞　2015.7.10 23:37更新 

野党５党首が会談　安保法案「強引な採決」阻止確認　時期は合意せず
民主、維新、共産、社民、生活の野党５党の党首は１０日、国会内で会談し、安全保障関連法案について「強引な採決は認められない」として連携することを確認した。
　与党は法案を１５日に衆院平和安全法制特別委員会、１６日に本会議で採決することを目指しているが、採決時期に関しては民主、維新両党で対応に開きがあり、党首会談では「来週中の採決阻止」を確認するには至らなかった。
　一方、特別委は１０日の理事会で、１３日午後に一般質疑を行うことを決めた。同日午前の中央公聴会の公述人に外交評論家の岡本行夫氏や山口二郎法政大教授ら５人を招くことも確認した。
　与党は野党の対案審議を進めるため、野党に１４日の質疑を打診している。維新は、安倍晋三首相の出席を条件に応じる構えだが、民主党は１４日が火曜日で、与野党が「定例日」と確認した月、水、金曜日以外だとして難色を示している。
安倍首相、早期採決を要請＝安保法案「審議深まった」－衆院特別委
　安倍晋三首相は１０日の衆院平和安全法制特別委員会で、維新の党が提出した安全保障関連法案の対案について「きょうの審議で相当理解が深まったのではないか」と指摘、「維新案と政府案を比べながら審議が深まり、決めるべきときには決めていただきたい」と述べ、政府案の来週中の衆院通過を念頭に、早期の採決を要請した。
　政府提出の安保法案について、政府・与党は１５日にも特別委で採決、翌１６日にも衆院通過させる方針。しかし、維新は対案の十分な審議を求め、与党が来週中の採決を強行すれば欠席する構えを示している。首相はこうしたことを念頭に「８０時間を大幅に超える政府案の審議を通じ、深まった議論を土台に、維新案が出てきた。国民も短期間で相当理解できた」と語り、機は熟しているとの認識を示した。
　維新案が自衛隊による防護対象を事実上、米軍に限定していることを踏まえ、首相は政府案について「日米が中心で、それ以外はかなり限られるが、最初から排除はできないという考え方だ。維新と全く違うということではない」と理解を求めた。維新の村岡敏英氏らへの答弁。　
　民主党と維新が共同提出した領域警備法案に関し、提案者の後藤祐一氏（民主）は「緊張を高めることなく、真に必要な場合に限って自衛隊の対応を可能にする」と説明。軍事衝突の危険性が高まるとの政府の指摘に「軍対軍の関係になってしまうリスクは、現行法でも、領域警備法案が成立しても悩ましい問題だ」と反論した。民主党の長島昭久氏への答弁。（時事2015/07/10-18:24）
安保法案、首相「理解深まった」　５野党は来週採決に反対
　安倍晋三首相は１０日の衆院平和安全法制特別委員会で、安全保障関連法案と維新の党などの対案が並行審議されたことを受け「相当（国民の）理解が深まった」と主張、早期採決に意欲を示した。一方、民主、維新、共産、社民、生活の５野党は国会で党首会談を開き、与党が目指す来週中の衆院採決は強引で認められないとして、結束して反対することで一致した。与野党の攻防が一層激化した。
　首相は、政府案と維新案の比較により、内容の違いや特徴が明確になったと強調。「委員会で十分に審議されたと判断されれば、決めるときには決めていただきたい」と述べた。
2015/07/10 19:41   【共同通信】
安保法案「来週が山場」 自民が結束を確認
ＮＨＫ　7月10日 17時40分
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自民党は、１０日の役員連絡会で安全保障関連法案の衆議院での審議について、「来週が山場になる」として、法案の衆議院通過に向けて、結束して対応していく方針を確認しました。
安全保障関連法案の衆議院での審議を巡って、政府・与党は、審議時間が１０日で１００時間を超えるなど、審議は尽くされつつあるとして、来週１５日に委員会で採決し、翌１６日にも衆議院通過を図る構えを見せています。
　１０日の自民党の役員連絡会で、谷垣幹事長は「週明け１３日には中央公聴会も開かれるなど、来週はまさに山場だ。政府・与党が結束して、緊張感を持って対応していきたい」と述べました。また、佐藤国会対策委員長が「法案の採決に向けての具体的な協議に入っていきたい」と述べるなど、法案の衆議院通過に向けて、結束して対応していく方針を確認しました。 

産経新聞　2015.7.10 23:30更新 

高村氏「１００の学説より１の最高裁判決」　集団的自衛権限定容認巡り
「１００の学説より１の最高裁判決」－。自民党の高村正彦副総裁は１０日夜のＢＳフジ番組でこう述べ、多くの憲法学者が集団的自衛権行使の限定的容認を含む安全保障関連法案を「憲法違反」としていることに反論した。
　高村氏は、日本が固有の自衛権を有すると認めた昭和３４年の最高裁判決（砂川判決）を法案の根拠としたことを引き合いに「球審がストライクと言ったらストライク。（憲法違反か判断できるのは法の）球審の最高裁だけだ」と指摘した。
　同じ番組に出演した阪田雅裕元内閣法制局長官は、「砂川判決から５０年以上、集団的自衛権を認めなくとも日本を守れてこれたのに、今なぜ認めなければ守れなくなったのかが分からない」と述べ、今回の安保法制そのものを批判。
　これに対し高村氏は、北朝鮮のミサイル開発や中国の軍拡路線など安全保障環境の変化をあげ、「日本がパワーバランスの変化に合わせて軍事費を積み上げるのは不可能なので、日米同盟のソフトをより強くしなければならない」と法案の必要性を強調した。
　阪田氏は「国民の覚悟をしっかり求める意味で、（今回の法制より）正々堂々と憲法９条改正に取り組むべきだ」とも食い下がったが、高村氏は「私は正々堂々と集団的自衛権の限定容認論を唱える」と譲らなかった。ただ高村氏は、「憲法改正の樹は熟していない」とも述べた。
領域警備法「現時点で不要」＝安倍首相、民・維対案に否定的－衆院特別委
　安倍晋三首相は１０日午前の衆院平和安全法制特別委員会で、武力攻撃に至らないグレーゾーン事態への備えについて、自衛隊への出動命令手続き迅速化や関係機関の連携強化といった取り組みを説明した上で、「現時点で新たな法整備が必要とは考えていない」と述べた。民主党と維新の党が共同提出した領域警備法案に否定的な見解を示したものだ。公明党の上田勇氏への答弁。
　同日の特別委は、政府の安全保障関連法案に加え、維新と民主党が提出した対案が初めて審議対象となった。
　日本防衛に当たる米軍への攻撃に対し、自衛隊が武力を行使して反撃できるとした維新提出の独自案について、外務省の秋葉剛男国際法局長は「こうした武力行使を個別的自衛権で正当化することはできず、集団的自衛権か国連決議に基づく集団安全保障措置によって正当化する必要がある」と指摘した。自民党の小野寺五典元防衛相への答弁。
　これに対し、維新案の提案者の柿沢未途幹事長は「軍事技術の発展により個別的自衛権と集団的自衛権が重なり合う部分が出てきており、他国への攻撃が次の瞬間、わが国への攻撃に転化、波及し得る。座して死を待つわけにはいかない」と反論した。ただ、柿沢氏は「個別的自衛権か集団的自衛権に当たるかは、国際法の世界で問題になることはあろうかとは思う」との認識も示した。　
　一方、法案審議日程に関して首相は、民主党の大串博志氏に対し「委員会において議論が深められ、時期が来れば採決することが民主主義の基本だ」と述べた。（時事2015/07/10-12:46）
埼玉新聞　2015年7月10日(金)

安保法案、慎重審議を　県内１３議会が意見書
　衆院特別委員会で審議中の安全保障関連法案について、県内１３市町議会が６月定例会で、慎重な審議を求めるなどの意見書を可決したことが分かった。
　与党は１５日の委員会で可決、１６日の衆院本会議での可決・通過を目指しているが、同法案には依然として「違憲」との見方が根強い。
　また各紙の世論調査でも「説明が不十分」との意見が大勢を占めており、地方議会の意見書はこうした法案の実情に対する憂慮を示している。法案に対する「廃案」「反対」を打ち出した議会もある。
　県内６３市町村議会は今月７日までに６月定例会を終了。
　安保法案については、慎重審議を求める意見書を６議会、十分な審議を求める意見書を２議会、謙虚かつ丁寧な説明を求める意見書、憂慮する意見書、徹底審議を求める意見書、廃案を求める意見書、反対する意見書を各１議会がそれぞれ可決し、安倍晋三首相をはじめ関係閣僚、衆参両院議長などに送付している。
　慎重審議を求める意見書は法案をめぐる状況を「政府与党が推薦した参考人からも憲法違反が指摘され、国会の中でも混迷を極めている」（本庄市議会）「国民の多くはなぜ自衛隊の海外派遣を恒常的に可能とすることが必要なのか、なぜ自衛のための武器の使用が海外で必要なのか、大きな疑問を感じている」（横瀬町議会）などと指摘する。
　滑川町議会は「憂慮する意見書」で「法案説明が不十分であるとか、答弁が曖昧であるから多くの国民が危惧や不安を覚えるのではなく、新たな段階を迎えた日米同盟により集団的自衛権を行使することを憂慮している」とした上で、国際秩序の安定に向けて日本が「もっともっと愚直に外交努力を積み重ねることが重要」と訴える。
　「反対する意見書」を可決した宮代町議会は、法案について「自衛隊が平時から緊急事態に至るまで、地理的限定なく、自らの武力行使や他国の遂行する戦争への支援停戦処理活動を行うことを可能とするものであり、平和憲法をなし崩しにし、国のありようを覆す」と位置付けた。
　長瀞町議会は「廃案を求める意見書」を可決した。
　同法案を「『平和』『安全』の名とは全く裏腹に、わが国をアメリカなどが行う海外での戦争に巻き込み、わが国を『戦争する国』につくりかえるものであり、戦争放棄をうたった憲法第９条に違反することは明白」と強調している。
秋田魁新報2015/07/10 10:08 更新
県議有志８人「九条の会」結成　安保法案へ反対運動展開
　県議有志による「県議会九条の会」が９日、発足した。社民、民主・無所属、共産３会派の県議８人が会員に名を連ね、安全保障関連法案の成立に反対する県民運動を盛り上げていく方針だ。社民の石田寛氏が、６月県議会で安保法案の今国会成立を促す意見書に反対した４会派に参加を呼び掛け、みらい会派を除く３会派が応じた。代表には石田氏、事務局長は加賀屋千鶴子氏（共産）、事務局次長は小原正晃氏（民主）が務める。
　石田氏は県議会棟会議室で開いた発足式で、６月県議会で安保法案の今国会成立を促す意見書案が可決されたことに対し「これで終わりではない」と強調。今後は有識者を招いた公開勉強会などを開く予定。
日本海新聞　2015年7月10日
「憲法９条に明確違反」　安保法案廃案求め声明
　島根大（松江市）の現役教員とＯＢの有志が９日、安倍政権が国会に提出し審議が進む安全保障関連法案について、「憲法９条に明確に違反する」として廃案を求める声明を発表した。大学単位で教員やＯＢの有志が、同法案の反対声明を発表するのは全国で初めてという。
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安保関連法案への反対を表明する島根大の教員とＯＢの有志＝９日、島根県庁 

　６月に松江市内で開かれた同大学ＯＢ会世話人会で、法案に危機感を募らせたＯＢ４人を含む１９人が声明文を作成し、賛同者を募った。９日現在、現役教員の約４割に当たる１６２人、ＯＢ５３人の計２１５人が賛同している。
　声明では、大学教育や研究、地域貢献活動は平和が基盤▽学問の自由と大学の自治を擁護する必要性▽中国など近隣諸国の行為を安保法制整備の根拠とすることへの危惧▽学生の将来に対する責任－の４点から反意を表明している。
　呼び掛け人のうち９人が同日、島根県庁で記者会見し、井上寛司名誉教授は「政府の都合で憲法解釈を変えることは民主主義の根幹にかかわる問題だ」と指摘。元学長の北川泉・島根総研所長は「自由に意見を言えない雰囲気は１９４０年代と似ている」と危機感をにじませた。
　今後は県知事や県内市町村長、議会宛てに声明を送付するほか、学内でさらに賛同者を増やしていく考え。事務局の関耕平・法文学部准教授は「声明文を全国に広げていきたい」としている。
安保法案「今国会成立に反対」＝東大生、抗議集会でアピール採択
[image: image1.jpg]



東京大学で行われた安全保障関連法案に反対する集会＝１０日夜、東京都目黒区
　国会で審議中の安全保障関連法案に反対する集会が１０日夜、東京大学駒場キャンパス（東京都目黒区）で開かれた。３００人以上の東大生やＯＢが参加し、「今国会での成立に反対する」とのアピールを拍手で採択した。
　憲法改正に反対する「九条の会」事務局長の小森陽一東大教授（日本近代小説）を呼び掛け人に加え、学生中心で発足した「安保法案　東京大学人緊急抗議集会・アピール実行委員会」が主催した。会場となった教室は満員となり、学生らが廊下まであふれた。
　集会では「安全保障関連法案に反対する学者の会」発起人で元教育学部長の佐藤学名誉教授（教育学）らが講演。「安倍首相は戦争をする国にしようとしている」と政府を批判、学徒出陣を引き合いに「戦争でいつも犠牲となるのは子どもと若者で、痛いほど歴史で味わったはずだ」と訴えた。
　スピーチに立った理科１類１年の男子学生は「これまで関心がなかったが、このままではよく分からないまま強行採決されてしまう。一緒に考えて意見表明していこう」と呼び掛けた。
　司会を務めた法学部３年の佐藤大介さん（２１）は「強行採決は許されることではない。私たち世代の責任で止めなければならない。東大から発信することで、全国に運動を広げたい」と話した。（時事2015/07/10-22:50）2015/07/10-22:50

女性弁護士が安保法制に反対の集会
ＮＨＫ　7月10日 21時25分
集団的自衛権の行使を可能にすることを盛り込んだ安全保障関連法案に反対する女性の弁護士たちが集会を開き、政府や法律が憲法を超えることがあってはならないなどと訴えました。
東京の３つの弁護士会が開いた集会には女性弁護士およそ１４０人が参加しました。
この中で、若者の貧困問題を取材している作家の雨宮処凛さんが「イラク戦争では若くて貧しくて仕事のない人が戦争に駆り出された。貧困や格差が悪化するなか、若者たちは『仕事がないなら戦場に行け』と言われる社会になるのではないかと懸念している」と述べました。
　参加した女性弁護士の中には子育て中の人も目立ち、「このまま子どもの世代に日本を引き継いだら大人は何をしていたのかと言われてしまう」とか、「政府や法律が憲法を超えることは絶対にあってはならない」などと意見を述べていました。
　日本弁護士連合会憲法問題対策本部副本部長の水地啓子弁護士は「多くの女性や若者に自分たちの問題として考えてもらえるよう声を上げていきたい」と話していました。 

女性弁護士：安保関連法案に反対…１４０人ズラリ大集合
毎日新聞　2015年07月10日　20時42分（最終更新　07月10日　22時46分）


安保法制や集団的自衛権行使容認の閣議決定に反対するビラやうちわを配る女性弁護士＝東京都千代田区で２０１５年７月１０日午後６時３１分、徳野仁子撮影
　◇集会のゲストはこの人、小林節・慶応大名誉教授
　国会審議中の安全保障関連法案に反対する女性弁護士たちが１０日、「ｗｏｍｅｎ　Ｌｏｖｅ　ｐｅａｃｅ〜集団的自衛権にＮＯ！　女性弁護士１０１人大集合」（東京の３弁護士会主催）と銘打ち、東京・有楽町で街頭宣伝して「法案は憲法違反だ」と訴えた。
　街頭宣伝に先立ち東京・霞が関の弁護士会館で開かれた集会には、女性弁護士約１４０人が参加した。ゲスト参加した小林節・慶応大名誉教授は、今回のタイトルのヒントになったディズニーアニメ映画「１０１匹わんちゃん」での犬たちの活躍を引き合いに、「先生方は訴訟だって勝とうと思ってやっている。負けて言い訳は嫌ですよね。今回は勝ちたいと思います」と呼びかけた。【和田武士】
安保法案に反対 国会周辺で座り込み
ＮＨＫ　7月10日 17時30分
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安全保障関連法案が審議されている国会周辺では、１０日、法案に反対する人が座り込みを行い、憲法９条を壊すななどと訴えました。
国会周辺で行われた座り込みには主催者の発表で、およそ５００人が参加し、「戦争させない」とか、「憲法９条を壊すな」といったプラカードを国会議事堂に向けて掲げ、法案に反対する意思を示していました。
　このうち５０代の女性は、「政府が質問にきちんと答えていないと感じる場面もあり、聞けば聞くほど疑問が膨らんでいる。こうした状況で採決を急ぎ、数の力で押し切るようなことは絶対にやるべきではない」と話していました。また千葉市から参加した６８歳の男性は、「いよいよ最終局面だと思ってやってきました。政府はもっと国民の声を聞いてほしい」と話していました。 

朝日新聞デジタル
安保法案「違憲」１０４人、「合憲」２人　憲法学者ら
2015年7月11日01時56分

集団的自衛権の行使を容認する安全保障関連法案は憲法違反にあたるか

　安全保障関連法案の合憲性をめぐり、朝日新聞は憲法学者ら２０９人にアンケートをした。回答した１２２人のうち「憲法違反」と答えた人は１０４人、「憲法違反の可能性がある」は１５人。「憲法違反にはあたらない」は２人だった。
　調査は先月下旬、判例集「憲法判例百選」（有斐閣、２０１３年発行）を執筆した２１０人のうち故人１人を除いてメールなどで実施。一部無回答を含め１２２人（実名８５人、匿名希望３７人）が回答した。法案と憲法との整合性を問う質問は四つの回答から選ぶ選択式で、「憲法違反にはあたらない可能性がある」は０人、回答なしが１人だった。
　違憲か違憲の可能性があると答えた計１１９人は「集団的自衛権の容認は、解釈の限界を超える」「憲法は武力行使を政策的に判断する権限を政府に与えていない」などを理由に挙げた。一方、合憲と答えた２人は「国家を守るために必要な範囲に限定されている」「従来解釈と論理的整合性が欠如しているだけでは憲法違反の理由にならない」とした。
　法案に先立ち、安倍内閣は昨年７月、集団的自衛権の行使を可能にする閣議決定をした。この妥当性について尋ねたところ、回答した１１６人が「妥当でない」とした。「都合のよい憲法解釈は法的安定性を失う」といった批判があった。法案が合憲と答えた２人を含む６人は無回答だった。
　政府は集団的自衛権行使容認の根拠として１９５９年の砂川事件の最高裁判決を挙げている。この判決が集団的自衛権行使を「認めていない」と答えた人は９５人で、「認めている」は１人。「判決は判断していない」などとして「その他」を選んだ人が２４人、無回答が２人だった。
　自衛隊については「憲法違反」が５０人、「憲法違反の可能性がある」が２７人の一方で、「憲法違反にはあたらない」は２８人、「憲法違反にあたらない可能性がある」は１３人だった。憲法９条改正が「必要ない」は９９人、「必要がある」は６人だった。
　憲法判例百選は重要判例の概要を紹介し、意義を解説する専門書。１３年発行の第６版はⅠ、Ⅱ巻合わせて２１０人が執筆した。衆院特別委員会で法案の合憲派として菅義偉官房長官が名前を挙げた３人は執筆していない。
　法案をめぐっては、衆院憲法審査会に参考人招致された憲法学者３人が憲法違反と発言するなど法的正当性に疑問の声が出ている。
　　　　　◇
　記述回答の詳細は後日、デジタル版に掲載します。
朝日新聞デジタル
憲法学者らから見た安保法案　「曲解」「政策論に期待」
2015年7月11日01時57分

集団的自衛権をめぐる政府と憲法学者の考え方

　解釈の限界を超えている――。朝日新聞が実施した憲法学者らへのアンケートでは、安全保障関連法案を大多数が「違憲」と判断した。成立を目指す安倍政権は、法の専門家からは立憲主義を脅かす存在と映る。
■法案の合憲性
　法案について、違憲や違憲の可能性があると答えた１１９人のうち４０人以上が自由記述で現行憲法下での集団的自衛権行使は違憲と強調した。野坂泰司・学習院大法科大学院教授は「『他衛』を本質とする集団的自衛権行使の容認は、解釈の限界を超える」。市川正人・立命館大法科大学院教授は「集団的自衛権の一部を個別的自衛権の延長線上のものと位置づける政府解釈は論理的に破綻（はたん）している」と指摘した。
　一方、法案を合憲とする２人のうち、井上武史・九州大院准教授は、集団的自衛権について「憲法の文言からは明らかに違憲とする根拠は見いだせない」「違憲かどうかではなく、日本や国際社会の平和と安定に真に貢献するかという政策論議を国民は期待している」と述べた。
　法案は集団的自衛権行使のための「武力行使の新３要件」を定め、政府は「厳格な歯止め」とするが、２０人以上が定義があいまいだとした。若尾典子・佛教大教授は「漠然としており、制限規定となっていない」。大津浩・成城大教授は存立危機事態について「政治的多数派の主観的な『危機』の判断で拡大する基準」とする。
　これに対し、法案を合憲とした元衆議院法制局法制主幹の浅野善治・大東文化大院教授は３要件を「厳格」と評価し、「国家を守るために必要な範囲に限定されている」とした。
　政府の憲法解釈を変更して集団的自衛権行使を可能にした手法についても約４０人が疑問視した。井上典之・神戸大院教授は「憲法の最高法規としての性格を無視した行為」とした。
朝日新聞デジタル
ＴＢＳの安保法制アンケート、自民が回答拒否を指示
笹川翔平　2015年7月10日22時07分
　自民党が、安全保障関連法案について、ＴＢＳのアンケートに答えないよう党国会議員に指示を出していたことが分かった。失言を恐れて議員のテレビ出演も制限しているが、ここまで議員の活動を縛るのはやり過ぎとの批判も出ている。
特集：安全保障法制
　アンケートは自民議員を対象に配布。与党がめざす今月中旬の衆院採決が妥当か▽国民の理解が十分得られているか▽法案は「違憲」だと思うか――を選択式で問い、最後に安保法案の必要性についての意見を自由記述で求めている。
　党関係者によると、このアンケートについて、棚橋泰文幹事長代理の指示を受けた党職員が「微妙な時期ですから、答えないようにしてください」と各議員の事務所に連絡したという。
　ある中堅幹部は「議員を子ども扱いしている」と批判。別の党職員からも「自由な意見が言えないほど余裕がない状態に追い詰められていると認めるようなものだ」との声が漏れる。
　谷垣禎一幹事長は１０日の記者会見で、指示については「承知していない」と述べた。ＴＢＳ広報部は「番組制作の過程はお答えできない」としている。（笹川翔平）
朝日新聞デジタル
国会前で大学生ら抗議　「安保法案、強行採決許さない」
市川美亜子　2015年7月11日00時08分
【動画】大学生らが国会前で安保法制反対デモ＝竹花徹朗撮影

国会前で安保関連法案に反対する大勢の若者たち。「法案の強行採決は許さない」と訴えた＝１０日午後８時３０分、東京・永田町、仙波理撮影



　与党が安全保障関連法案の衆院での採決を目指すなか、都内の大学生らでつくる「ＳＥＡＬＤｓ」が１０日、東京・永田町の国会前で「強行採決は許さない」と訴えた。国会議事堂前から左右に続く歩道は「ＰＥＡＣＥ　ＮＯＴ　ＷＡＲ」などと書いた色とりどりのプラカードを持った参加者で埋め尽くされた。
特集：安全保障法制
　若者だけでなく、子どもを連れた母親や高齢者の姿も見られた。千葉市内の高校生、長谷川祐佳さん（１６）は初めて来た。「テレビで国会審議を見ていても、政治家が命を軽く見ているような気がして怖くなった」と話した。午後１０時が近づくころ、現場では「（参加者は）１万５千人を超えました」とアナウンスがあった。
　京都市内でも１０日、関西の学生を中心とした「ＳＥＡＬＤｓ　ＫＡＮＳＡＩ」が街宣活動をした。（市川美亜子）
安保関連法案：シールズの国会前集会に１万５０００人以上
毎日新聞　2015年07月10日　23時29分（最終更新　07月11日　00時12分）


学生団体の呼びかけで国会前に集まり、安保関連法案に反対の声をあげる人たち＝２０１５年７月１０日午後８時５７分、後藤由耶撮影
　安全保障関連法案に反対する大学生らで作る「自由と民主主義のための学生緊急行動（ＳＥＡＬＤｓ＝シールズ）」が呼びかけた国会前集会が１０日夜、あった。子連れから学生、高齢者まで、幅広い世代が国会正面近くの歩道にあふれ、主催者発表で１万５０００人以上が集まった。
　参加者らは「ＧＩＶＥ　ＰＥＡＣＥ　Ａ　ＣＨＡＮＣＥ」と書いたプラカードを手に「戦争法案反対」などと声を上げた。
　学生らは毎週金曜日の午後７時半から抗議集会をしているが、強行採決が予想されることから１５日の午後６時半からの国会前での集会を急きょ計画している。【後藤由耶】
安保関連法案：反対集会、四条河原町でも
毎日新聞　2015年07月10日　22時50分
　安全保障関連法案に反対する集会が１０日、国会前や京都市の中心繁華街・四条河原町で開かれた。
関連記事
　京都の集会は、関西の大学生らで作る「自由と民主主義のための関西学生緊急行動」（シールズ関西）が企画。ツイッターなどを通じて約３００人が集まった。参加者は音楽を流しながら、「憲法まもれ」「ＦＩＧＨＴ　ＦＯＲ　ＬＩＢＥＲＴＹ！」などと書かれたプラカードを掲げ、大学生や大学教授ら１０人が次々にマイクを握った。
　神戸大大学院２年の塩田潤さん（２４）は「この国は一部の政治家のものではなく、私たちのもの。ひとりひとりが主権者として声を上げよう」と主張。留学先のニュージーランドから一時帰国した田中和琴さん（１９）は「武力を持つことで憎しみが生まれる。自分の意見を言うのを恐れたり、自分は関係ないと言うのはやめませんか」と呼びかけた。
　山室信一・京都大教授は安倍政権を「反知性主義」と批判し、「私たちは論理で戦っていくしかない。皆さんはそれを実践しており、それがこの国の未来の明るさを証明している」と語った。
　１４日には京都大で大学教授らを交えた「緊急シンポジウム」、１９日には大阪市西区の靱公園で１万人規模のデモを予定している。【岡崎英遠】
朝日新聞デジタル
大学４年生「民主主義の国で何も言おうとしないのは嫌」
2015年7月11日01時10分

法案に反対する街頭行動をする大学生ら。繁華街を歩く人が足を止めていた＝１０日午後７時２７分、京都市下京区、戸村登撮影

　新たな安全保障法制の関連法案をめぐる衆院での審議が大詰めを迎えるなか、戦争を知る世代だけではなく、若者たちも危機感を募らせ始めた。一過性の動きにはしたくない――。ＳＮＳでつながり、シンポジウムや集会を通じて声を上げ続けようとしている。
　東京の国会前で１０日夜にあった抗議行動の中心になった「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」。都内の大学生らでつくる団体で、６月から国会前や繁華街でデモや街宣活動を続ける。メンバーは２００人以上。参加者は回を重ねるごとに膨らむ。
　和光大４年の福田和香子さん（２１）は渋谷で先月下旬にあった活動でこう言った。「この国では意見を持つ行為そのものが、空気が読めないってことになってしまうらしいんです」。子どもの頃、式典で君が代を歌わない教諭を笑う友達、見ぬふりの学校側、彼氏の目を気にして通り過ぎた自分……。そんな苦い思い出もあり、安保法案に声を上げる。「民主主義の国で何も言おうとしないのは嫌」
　神奈川県に住む紅子さん（２４）は音大を卒業し、デパートの洋服店に勤める。政治の話はタブー。そんな毎日を変えたのが集団的自衛権行使容認の閣議決定だった。聞き慣れない言葉に怖くなり、必死で調べ、考えた。初めてデモに行ったのが１年前だ。「関心がない子たちの気持ちは、私が一番わかると思うから」。そう言う紅子さんは１０日の夜も国会前にいた。
　「ＳＥＡＬＤｓ」と連携するのが、関西圏の学生らでつくる「ＳＥＡＬＤｓ　ＫＡＮＳＡＩ」だ。先月２１日に続き、１０日夜も京都市の繁華街で思いを訴えた。
